
2040年を展望し、誰もがより長く元気に活躍できる社会の実現
来年10月の消費税率の引上げによって、2025年を念頭に進められてきた社会保障・税一体改革が完了。今後、団塊
ジュニア世代が高齢者となる2040年を見据えた検討を進めることが必要。
2040年を見通すと、現役世代（担い手）の減少が最大の課題。一方、高齢者の「若返り」が見られ、就業率も上昇。
今後、国民誰もが、より長く、元気に活躍できるよう、以下の取組を進める。
①多様な就労・社会参加の環境整備
②健康寿命の延伸
③医療・福祉サービスの改革による生産性の向上
④給付と負担の見直し等による社会保障の持続可能性の確保

【健康寿命延伸プラン】

※来夏を目途に策定

〇 2040年の健康寿命延伸に向けた目標と2025
年までの工程表

〇 ①健康無関心層へのアプローチの強化、②
地域・保険者間の格差の解消により、以下の
3分野を中心に、取組を推進

・次世代を含めたすべての人の健やかな生活
習慣形成等

・疾病予防・重症化予防

・介護予防・フレイル対策、認知症予防

【雇用・年金制度改革等】
○ 更なる高齢者雇用機会の拡大に 向けた環境
整備

○ 就職氷河期世代の就職支援・
職業的自立促進の強化

○ 中途採用の拡大

○ 年金受給開始年齢の柔軟化、
被用者保険の適用拡大、
私的年金（iDeCo（ｲﾃﾞｺ）等）の拡充

○ 地域共生・地域の支え合い

【医療・福祉サービス改革プラン】
※来夏を目途に策定

〇 2040年の生産性向上に向けた
目標と2025年までの工程表

〇 以下の４つのアプローチにより、取組を推進

・ロボット・AI・ICT等の実用化
推進、データヘルス改革

・タスクシフティングを担う人材の育成、シ
ニア人材の活用推進

・組織マネジメント改革

・経営の大規模化・協働化

給付と負担の見直し等による社会保障の持続可能性の確保

≪引き続き取り組む政策課題≫

≪現役世代の人口の急減という新たな局面に対応した政策課題≫
2040年を展望し、誰もがより長く元気に活躍できる社会の実現を目指す。

多様な就労・社会参加 健康寿命の延伸 医療・福祉サービス改革
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主な取組
■ 「雇用・年金制度改革」、「健康寿命の延伸」、「医療・福祉サービス改革」の取組を推
進する。具体的な取組の全体像は、P3からP5までのとおり。
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生活習慣病の発症・重症化予防のため、医療機関と保険者・民間事業者（スポーツクラブ等）等が連携し、
医学的管理と運動・栄養等のプログラムを一体的に提供し、住民の行動変容を促す仕組みの構築
身近な場所で高齢者が定期的に集い、身体を動かす場等の大幅な拡充、介護予防事業と高齢者の保健事業
（フレイル対策）との一体実施の推進（インセンティブ措置の強化）
認知症予防を加えた認知症施策の推進（身体を動かす場等の拡充、予防に資するエビデンスの研究等）
野菜摂取量増加に向けた取組等の横展開、民間主導の健康な食事・食環境（スマート・ミール）の認証制度等の
普及支援など、自然に健康になれる環境づくりの推進

※ 確定給付企業年金（DB）、企業型確定拠出年金（企業型DC）、個人型確定拠出年金（iDeCo(イデコ））

働く意欲がある高齢者が、その能力を十分発揮し、働く人の個々の事情に応じて活躍できるよう、
多様な雇用・就業機会を充実
・７０歳までの雇用確保を図る上で、複数のメニューを用意し、労使の話し合いの上で個人の選択が効く仕組みを検討
・成果を重視する評価・報酬体系の構築に向けた環境整備
・企業のみならず様々な地域の主体による雇用・就業機会を開拓

就職氷河期世代の一人ひとりが抱える課題に応じた寄り添い型の就職・キャリア形成支援の強化
特に、長期にわたる無業者への職業的自立に向けた相談支援と生活支援をワンストップで行う体制の整備
中途採用に前向きな大企業からなる協議会を開催し、好事例の共有等により社会全体の機運を醸成
一人ひとりの多様な働き方に柔軟に対応した年金制度への見直し、私的年金（※）の拡充の検討
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2040年に向けたロボット・AI等の現場活用に向けた実用化構想の検討
データヘルス改革に関し、2020年度までの事業の着実な実施と2020年の後の絵姿（全国的な保健医療情報
ネットワーク等）、工程表の策定
介護・看護・保育等の分野において、介護助手等としてシニア層を活かす方策の検討
介護施設における業務フローの分析・仕分けを基に、①介護助手、②介護ロボット（センサーを含む）、
③ＩＣＴの活用等を組み合わせた業務効率化のモデル事業を今年度中に開始。効果を検証の上、全国に普及 2



○ 高齢化の一層の進展、現役世代人口の急減に対応し、より多くの人が意欲や能力に応じた就労・社会参加
を通じて社会の担い手としてより長く活躍できるよう、「働き方改革」を通じて取り組んできた「一人ひと
りの意思や能力、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を選択可能とする社会」の実現に向けた環境整備
をさらに推進する。
・ 増加する高齢者について、就業希望は様々であることを十分踏まえつつ、働く意欲がある高齢者がその能力を十分発揮できるよう、65歳を
超える高齢者の雇用・就業機会を確保する

・ 現在40歳代後半に到達した就職氷河期世代が安定した就労に至らないまま2040年前後に高齢期を迎えることがないよう、一人ひとりが
抱える課題に応じた就職支援や職業的自立の促進を強化する

・ 高齢者、女性、不安定就労者などを含めた様々な立場の人が、本人の意欲・能力を最大限に発揮できるよう、労働者の主体的なキャリア
形成や再チャレンジが可能な社会としていくため、中途採用の拡大を図る

○ あわせて、高齢者が自身の人生設計に応じて年金の受給開始年齢を柔軟に選択できる仕組みや、多様な
働き方を踏まえた被用者保険の適用拡大を検討。さらに、より豊かな老後生活を送ることができるよう、
私的年金の拡充について検討する。

雇用・年金制度改革の方向性

高齢者雇用・就業機会の確保 中途採用の拡大

就職氷河期世代の就職支援
・職業的自立促進の強化

企業による、働く人の個々の事情に応じた多様な雇用・就業
機会の確保
能力や成果による評価・報酬体系の構築等の環境整備
地域の主体による高齢者の雇用・就業機会の開拓 等

転職・再就職者の受入促進のための指針の周知
中途採用拡大を行う企業に対する助成
中途採用に前向きな大企業からなる協議会を開催し、
好事例の共有等により社会全体の機運を醸成 等

一人ひとりが抱える課題に応じた寄り添い型の就職・キャリア
形成支援の強化
特に、長期にわたる無業者に対する、職業的自立に向けた
相談支援と生活支援をワンストップで行う体制の整備 等

年金受給開始年齢の柔軟化、被用者保険
の適用拡大、私的年金の拡充

繰下げの上限年齢の見直し
短時間労働者に対する適用要件の見直し
私的年金の加入年齢等の見直し 等
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健康寿命延伸プランの方向性
○ 「次世代を含めたすべての人の健やかな生活習慣形成等」、「疾病予防・重症化予防」、「介護予防・
フレイル対策、認知症予防」の３分野を中心に、インセンティブの強化、ナッジの活用などにより、
①健康無関心層へのアプローチを強化しつつ、②地域・保険者間の格差の解消を図ることによって、
個人・集団の健康格差を解消し、 健康寿命の更なる延伸を図る。

次世代を含めた
すべての人の
健やかな生活
習慣形成等

子育て世代包括支援センターの質と量の充実等による「健やか親子21」に基づいた次世代の健やかな生活習慣
形成の推進及び関連研究の実施

成育サイクルに着目した疾病予防・治療方法等に関する研究の推進

乳幼児期・学童期の健康情報を一元的に確認できる仕組みの構築

野菜摂取量増加に向けた取組等の横展開、民間主導の健康な食事・食環境（スマート・ミール）の認証制度等の
普及支援など、自然に健康になれる環境づくりの推進

予防・健康づくりに関係する地域の関係者が一体となって、「健康日本21」も踏まえた健康的な食事・運動や
社会参加の推進に取り組むため、スマートライフ・プロジェクト、日本健康会議等の連携を強化 等

疾病予防・
重症化予防

介護予防・
フレイル対策
認知症予防

保険者に対するインセンティブ措置の強化、先進・優良事例の横展開等による疾病予防・重症化予防の推進

医療機関と保険者・民間事業者等が連携した医学的管理と運動・栄養等のプログラムを一体的に提供

個人の予防・健康づくりに関する行動変容につなげる取組の強化（ナッジ、ヘルスケアポイント、ウェアラブル機器等）

がんの早期発見に向けた精度の高い検査方法等の研究・開発等

歯科健診や保健指導の充実を図り、歯科医療機関への受診を促すなど、全身の健康にもつながる歯周病等の
歯科疾患対策の強化 等

保険者に対するインセンティブ措置の強化等により、

① 身近な場所で高齢者が定期的に集い、身体を動かす場等の大幅な拡充

② あわせて、介護予防事業と高齢者の保健事業（フレイル対策）との市町村を中心とした一体実施を推進

効果検証の上、介護報酬上のインセンティブ措置の強化（デイサービス事業者）

認知症予防を加えた認知症施策の推進（身体を動かす場等の拡充、予防に資するエビデンスの研究等） 等
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医療・福祉サービス改革プランの方向性

○ 2025年以降、現役世代（担い手）の減少が一層進むことが見込まれる中で、「ロボット・AI・ICT等の実
用化推進、データヘルス改革」、「タスクシフティングを担う人材の育成、シニア人材の活用推進」、
「組織マネジメント改革」、「経営の大規模化・協働化」の４つの改革を通じて、
生産性の向上を図ることにより、必要かつ適切な医療・福祉サービスが確実に提供される現場を実現する。

ロボット、AI、ICT等の実用化推進、
データヘルス改革

組織マネジメント改革

タスクシフティングを担う人材の育成、
シニア人材の活用推進

経営の大規模化・協働化

2040年に向けたロボット・AI等の実用化構想の検討
データヘルス改革に関し、2020年度までの事業の着実
な実施とそれ以降の絵姿（医療情報の標準化、全国的な
保健医療情報ネットワーク等）・工程表の策定

介護施設における業務フローの分析・仕分けを基に、
①介護助手、②介護ロボット（センサーを含む）、
③ＩＣＴの活用等を組み合わせた業務効率化のモデル
事業を今年度中に開始。効果を検証の上、全国に普及

オンラインでの服薬指導を含めた医療の充実 等

業務分担の見直し等による、①効率的・機能的なチー
ム医療を促進するための人材育成、②介護施設におけ
る専門職と介護助手等の業務分担の推進

介護・看護・保育等の分野において、介護助手等として
シニア層を活かす方策、医療分野における専門職を支え
る人材育成等の在り方の検討 等

医療法人、社会福祉法人それぞれの経営統合、
運営共同化、多角化方策の検討

医療法人と社会福祉法人の連携方策の検討 等

医療機関の経営管理や労務管理を担う人材の育成

福祉分野における、業務フローの分析を踏まえた、
業務の負担軽減と効率化に向けたガイドライン
（生産性向上ガイドライン）の作成・普及・改善

現場の効率化に向けた工夫を促す報酬制度への見直し
（実績評価の導入など）

文書量削減に向けた取組、事業者の報酬改定対応
コストの削減の検討 等
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